



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































カの代理店委託契約 (agency agreement)では保険会社自身が“Records and expi-
rations are your right”という条項を設けていることも多い。つまり保険会社の側
で、この代理店の権利についてかなり鷹揚な姿勢を見せている（詳細は、例えば久
保泰造『損害保険代理店委託契約の解約告知』31頁以下（同書は自主出版本）。こ
の条項について久保氏は、「代理店が保険契約に関する記録文書を独占的に使用管
理し、満期契約の更新権を有することが代理店の財産（権利）としてうたわれると
いうことは、顧客（保険契約者）は保険会社に帰属するのではなく代理店に帰属す
るということである」と説明づけられている）。
わが国でもこの問題には、多くの代理店が強い関心を持っている。ただ、これを
取り上げる際に、物権法定主義を前提とする限りアメリカのような「所有権」とい
う語を用いることには慎重でなければならない。「営業権」という語は企業法の分
野で一応定着した用語であり、代理店の契約更改等にかかる利益も、この用語をも
って法的保護の対象として考察することができる。
(35) これについて、代理店委託契約書には、委託契約終了後の損保会社と代理店と
の関係について触れた規定が設けられている。まず、「…本契約が終了または解除
された場合、代理店は、ただちに、当社…に対して事務および取り扱っていた契約
の引き継ぎを行」うとする規定が、現在、全社の委託契約書に設けられている。こ
損害保険募集における対契約者責任の法的構造（１)（大塚) 113
れに基づき、現存契約の更改は、代理店委託契約が終了した代理店から損保会社に
「引き継」がれる。加えて、委託契約終了後に代理店に対して「当社が交付した業
務用物品（「当社の所有物」とする会社もある）を返還する」ことを求める規定が
挿入されている。これにより、代理店は顧客情報もまた損保会社に「返還」しなけ
ればならない。極めつけは、「代理店は…当社に対していかなる補償も請求するこ
とはできない」という規定を設ける会社が多いことであろう。この結果、代理店の
有すべき営業権を金銭的に補償する方途さえ、完全に閉ざされている（前掲（注
18）大塚＝東京代協『コンメンタール』中９～11頁、51～53頁、下78～83頁）。保
険会社は、本来は別の独立企業である代理店に帰属すべき営業権を、一切の対価を
支払わずして、自らのグッドウィルに帰属させることが可能となっているのである
（「弁護士・五右衛門」のHNで活躍される服部廣志弁護士は、「日本の保険募集委
託契約においては、『この保険契約の満期ないし満了という情報はビジネスチャン
スであり、その把握がひとつの利益ないし特権である』との認識が、現時点におい
ては明示的には確立されていない」と憂慮される。http://www.zunou.gr.jp/
hattori/manki.htm）。
(36) 加藤一郎『不法行為〔増補版〕』165頁（有斐閣、1976年）。
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